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② ：災害に強い森林づくり推進事業 
担当課：治山林道課  

 

基本方針：①災害に強い森林づくり 

対策区分：①土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

 

１ 事業の目的 

   近年の山地災害に見受けられる流木や土砂流出による被害を低減するため、

浸食されやすい谷地形や脆弱な土壌等を立地環境とする渓流沿いの森林におい

て、「流木の発生を抑制する」、「上流からの流木や土砂、土石流等の流下を緩衝

する」、「山腹斜面からの倒木や土砂等の流入・流下を抑制する」といった災害

緩衝機能を発揮する森林の整備を行います。 

 

２ 事業の必要性 

   近年、局地的な集中豪雨の増加に加え、手入れが行き届いていない森林の増

加などにより、土石流発生時に渓流沿いの木を巻き込み流下し、流木となって

人家や公共施設等への被害を拡大させるケースが増加しているため、引き続き、

事業を継続して進めていく必要があります。 

 

３ 事業の内容 

（１）災害緩衝林整備事業 

① 流木や土砂の流出による災害の発生の恐れのある渓流部において、流木と

なる恐れのある危険木を下流へ流れ出さなくするために危険木の伐採・搬

出を行います。 

② ①の渓岸部において、立木の大径化を促す調整伐、伐採木の撤去を行い、

上流からの土砂の流下を緩和軽減させます。 

③ ①、②の周辺山腹部において、渓流内に倒木や土砂が流れ出さなくするた

めに立木の根系の発達を促す調整伐を行います。 

④ 林業研究所において、上記取り組みの効果を明らかにするための調査・研

究を行います。 

 

（２）土砂・流木緊急除去事業 

   治山施設等において、豪雨等によって流出し人家等に被害を与える恐れの

ある異常に堆積した流木や土砂等の撤去を行います。 
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③ ：森林情報基盤整備事業 

担当課：森林・林業経営課 
 
基本方針：① 災害に強い森林づくり 
対策区分：① 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 
 
１ 事業の目的 
  航空レーザ測量を実施して、詳細な森林資源情報を把握することで、効率的な

森林管理を促進するとともに、精度の高い 3 次元地形データを取得して、災害発
生の危険性の高い地域等を客観的に把握することで、災害に強い森林づくりを効
果的に進めます。 

また、航空レーザ測量によって把握できる尾根、谷等の詳細な地形や林相界等
の情報を森林クラウドにより市町と共有することで、市町による森林の適正な管
理の実行につなげます。 

 
２ 事業の必要性 

 緊急に整備が必要な森林や、山地災害や流木被害の発生の恐れのある森林を効
率的に把握し、災害に強い森林づくりを着実に進めるためには、航空レーザ測量
を実施して、樹種、樹高、立木密度、材積等の詳細な森林資源情報や、尾根、谷等
の精度の高い微細な地形情報等を効果的に取得する必要があります。 
 また、所有者の関心の低い森林や、境界が不明な森林等において、手つかずの状
態になることを防止するため、森林境界の明確化につながる情報の把握に努める
必要があります。 

 
３ 事業の内容 
  航空レーザ計測の実施によるデータ取得と森林資源解析により、早急に整備が

必要な森林の抽出等を行います。 
（１）航空レーザ計測 ※レーザ照射点密度４点/ｍ2  

・三次元計測データ、グリッドデータ、写真地図データ、等高線データ等を作成 
（２）森林資源解析 

・林相区分データ作成 
・単木解析（樹木本数、単木毎の位置、樹高、樹冠幅、樹冠⾧、胸高直径、材積
等の把握） 
・林分解析（平均胸高直径、平均樹冠⾧、総材積、平均形状比、平均樹高、立木
本数密度、収量比数、相対幹距比等の算出） 

（３）成果品：森林ＧＩＳの主題図として、傾斜区分図、立体地形表現図、森林資源
解析図を作成 
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④ʷア：森を育む人づくりサポート体制整備事業 

担当課：森林・林業経営課  

 

基本方針：②県民全体で森林を支える社会づくり 

対策区分：③森を育む人づくり 

 

１ 事業の目的 

みえ森と緑の県民税市町交付金事業等により学校や地域で実施される森林環境教

育や木育、森づくり活動にかかる相談窓口となる「みえ森づくりサポートセンター」

を運営し、指導者育成を行うほか、広域的・総合的なサポートを行います。 

 

２ 事業の必要性 

 市町単位での取組が困難な森林環境教育・木育指導者の養成や、活動プログラム

の提供、森づくり活動の支援などについて、県で取り組んでいく必要があります。

さらに、みえ森づくりサポートセンターが情報集約し、森林環境教育・木育、森づ

くり活動に取り組もうとする市町や学校、県民のさまざまなニーズに応じた情報を

提供することで、森林環境教育・木育、森づくり活動の新たな取組の進展が期待さ

れます。 

 

３ 事業の内容 

・みえ森づくりサポートセンターの運営 

森林環境教育や木育、森づくり活動にかかる総合窓口となる「森づくりサポー

トセンター」を運営し、森林環境教育・木育指導者の育成を行うほか、きめ細かい

各種対応など、広域的・総合的なサポートを行います。 

・森林環境教育・木育体制整備 

県内における森林環境教育・木育の活動発表の場として、また県民のみなさん

に木に触れ、木に親しむ機会を設けることを目的に「みえ子ども森の学びサミッ

ト」などを開催します。また、県内の小学 5 年生を対象に、森林環境教育・木育副

読本「三重の森林とわたしたちのくらし」を発行します。 
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④ʷイ：森林環境教育・木育拠点整備事業 

担当課：森林・林業経営課  

 

基本方針：②県民全体で森林を支える社会づくり 

対策区分：④森と人をつなぐ学びの場づくり 

 

１ 事業の目的 

県内における森林環境教育・木育の環をこれまで以上に拡大することを目的に、

「森と人をつなぐ学びの場づくり」に取り組みます。 

 

２ 事業の必要性 

 地域の特性や学校等の実情に応じて、森林環境教育・木育を県内全域で進める必

要があること、取組の一層の周知を図る必要があることが県民税の見直しにおける

課題として挙げられており、より一層、地域に密着した活動を行うことが求められ

ています。また、県内各地で開催している木育イベント「ミエトイ・キャラバン」の

来場者からは、木製遊具・玩具を体験できる場の常時設置の声が多く挙がっていま

す。 

 

３ 事業の内容 

三重県民の森の既存施設を対象に、周辺の森林等を活かした安全な森林環境教

育フィールドの設置と、常設型の木育体験施設を整備します。 

（令和３年度中にオープン予定） 

 

【事業計画】 

年度 予算額（千円） 内容 

令和２年度 44,000 建築工事、電機工事 

令和３年度 22,000（見込み） 空調等機械設備工事 
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④ʷウ：森林とふれあう自然公園環境整備事業 
担当課：みどり共生推進課  

 
基本方針：②県民全体で森林を支える社会づくり 
対策区分：⑤地域に身近な水や緑の環境づくり 
 
１ 事業の目的 
  本事業では、県民が森林や緑と親しむ機会を創生するため、県内の市町に跨っ

て広域的に配置されている自然公園の園地や東海・近畿自然歩道、大杉谷登山道
等を活用して、地域のＮＰＯや団体、市町等と連携して実施する森林環境教育イ
ベントやガイドツアー等の取り組みを推進します。 

  このため、イベント等の企画・運営や自然公園の保全・利用の啓発等を実施す
るともに、活動のフィールドとなる自然公園の園地や東海・近畿自然歩道、大杉
谷登山歩道等の施設の安全確認や改修などを行い、県民全体で森林を支える社会
づくりを推進します。 

 
２ 事業の必要性 

近年は、自然体験に対するニーズが高まっており、県民が地域の自然と触れ合
いながら知識や理解を深めることのできる森林環境教育の場を早急に構築する必
要があります。 

  しかしながら、森林環境教育イベントやガイドツアーで活用する自然公園の園
地や東海・近畿自然歩道、大杉谷登山道等は、設置してから３０年以上を経て老
朽化による転落防止柵や歩道等の損傷が進んでいることから、利用者が安全・安
心に利用するためには、施設の再整備を進める必要があります。 

 
３ 事業の内容 
  多くの県民が森林や緑と親しめるよう、地域のＮＰＯや団体、市町等と連携し

自然公園の園地や東海・近畿自然歩道、大杉谷登山歩道等を活用して実施する森
林環境教育イベントやガイドツアー等により森林環境教育を行います。 

  また、そのフィールドとなる自然公園の園地や自然歩道等において、活用され
る施設の安全確認・点検を行い、安全・安心に利用できるようにサイン標識や説
明看板の設置、歩道の階段や転落防止柵等の改修などを行います。 

   
 
 
 
 
 
 
 

ガイドツアー状況 参加者による施設整備状況 
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⑤：生物多様性推進事業 
担当課：みどり共生推進課   

 

基本方針：②県民全体で森林を支える社会づくり 

対策区分：⑤地域の身近な水や緑の環境づくり 

 
１ 事業の目的 

県民全体で森林を支える社会づくりを進めるため、自然環境保全活動に取り組
む団体を増やし、また、県民・事業者・行政などの様々な主体による自然環境保
全活動や生物多様性の重要性に関する普及啓発に取り組むなど、生態系ネットワ
ークの形成を促進し、森林生態系などの生物多様性の保全を図り、地域の身近な
水や緑の環境づくりを進めます。 

 
２ 事業の必要性 

県では、これまで、地域の特性を踏まえた生物多様性の保全を進めるための地
域戦略である「みえ生物多様性推進プラン」の取組方針に沿って、生物多様性に
関する理解の促進を図るとともに、県民による地域の自然を守る保全活動など、
地域と連携した取組を進めてきました。 

その結果、自然環境の保全に取り組む活動団体数や希少種等の保全活動実施数
が増加するなど、一定の成果が得られました。 

一方で、近年、大規模な自然地の開発が増加しているほか、農山村地域での人
口減少や高齢化による管理不足の里山等の増加、アライグマ等の外来生物の増加
など、野生生物の置かれている現況は依然として厳しい状況にあります。 

このため、県民等による森林生態系などの生物多様性の保全に関する取組を更
に進め、生態系ネットワークの形成を促進する必要があります。 

 
３ 事業の内容 

自然環境保全活動団体の持続的な活動を支援するため、団体の活動状況を調査
するとともに、団体の活動に対して、必要に応じてアドバイザーの派遣等を行い、
持続的な活動を促進します。 

また、開発と自然環境との調和を図るため、自然環境保全上重要な地域につい
て明確化するとともに、生物多様性推進施策に必要な情報を収集し、広く県民や
事業者等へ情報提供することにより、 森林環境教育の推進や生物多様性の保全に
取り組みます。 
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⑥：みえ子ども森林・林業アカデミー自然体験事業 
担当課：森林・林業経営課  

 
基本方針：②県民全体で森林を支える社会づくり 
対策区分：③森を育む人づくり 
 
１ 事業の目的 
  本事業では、子どもたちの健全な心身の育成と森林・林業に関する職業意識の

醸成を図るとともに、令和元年度に作成した「みえ子ども森林・林業アカデミー
自然体験事業（以下、自然環境キャンプという。）のプログラムを検証するため、
県内各地において、プログラムに基づく自然環境キャンプを実施します。 

 
２ 事業の必要性 
  県民全体で森林を支える社会づくりを進めていくためには、森林環境教育を通

じて子どもの頃から森に親しみ、森林と人々の生活や環境との関係について深い
理解・関心を持つ県民を育てていく必要があります。 

  地域の自然に触れる機会が減少傾向にある中、未来を担っていく世代の子ども
たちが、県内の数々の豊かな森林や自然体験の施設をフィールドとして、友達と
一緒に野外活動を行って主体的に学ぶ機会を持つことは、子どもたちの健全な身
体の育成のみならず、将来、森林・林業などの第一次産業に就業する人づくりの
取組としても重要です。 

 
３ 事業の内容 
  令和元年度には、県内にある自然体験の施設や指導者等を連携し、森林をフィ

ールドとして子どもたちが友達と一緒に遊びながら主体的に学ぶ新たなプログラ
ムを作成するため、自然環境キャンプを試行的に実施しました。 

令和２年度は、新たに作成したプログラムに基づく自然環境キャンプへの参加
事業者を募り、モニターを６回実施するとともに、プログラムの検証を行うため
の協議会の設置・運営を行います。 
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⑦ʷア：流域防災機能強化対策事業【市町交付金（連携枠）事業】 

担当課：みどり共生推進課  
 
基本方針：①災害に強い森林づくり 
対策区分：①土砂や流木による被害を出さない森林づくり 
 
１ 事業の目的 
   山腹崩壊の発生源となる斜面上部の０次谷の凹地形周辺や、土壌浸食のおそれがある

渓流沿いの森林において、根系や下層植生の発達を促す森林整備を実施し、流域の防災
機能の強化を図ります。 

    
２ 事業の必要性 
   県では、「みえ森と緑の県民税」を活用し、流木や土砂流出の発生の恐れのある崩壊

土砂流出危険地区（以下「危険地」という。）において、渓流内の危険木の除去のほか、
渓流沿いの一定幅の立木を伐採・搬出し、流木や土砂の流出を抑制するための森林整備
（災害緩衝林整備事業）等に取り組んできました。 

   こうした中、災害緩衝林整備事業による整備区域と隣接し、一体的に整備を行うこと
でより効果を発揮できる森林や、危険地以外にも対策が必要な森林が多数存在している
ことから、整備の対象を拡大し、土砂や流木による被害を出さない森林づくりを面的に
進めていくことが必要です。 

 
３ 事業の内容 

流域における防災機能を強化するため、土砂流出の危険性が高く、早急な整備が必
要とされる箇所の森林整備に市町と県が連携して取り組むものとします。 

   具体的には、人家等の保全対象から概ね２km 以内の渓流沿いの森林であって、適
正な管理がされておらず、流木や土砂の流出により下流に被害を及ぼす恐れがあり、
次のいずれかに該当する森林を対象に、市町が、森林所有者と当該森林の管理及び施
業方法等について定めた協定を締結したうえで、間伐等の森林整備を実施します。 

  （１）間伐等（災害緩衝林一体型） 
みえ森と緑の県民税を活用して県が実施する災害緩衝林整備事業の整備範囲の森

林と一体的に整備することで、防災機能をより強化することができる森林 
  （２）間伐等（環境林・特定水源地域） 

県ゾーニングが環境林、又は三重県水源地域の保全に関する条例に規定する特定
水源地域として指定されている森林 

 
※本事業により森林整備を実施した箇所を含む小流域（保全対象から概ね２km 以内の渓流沿いの範

囲）で新たな森林整備を行う場合、森林環境譲与税は活用しないものとします。 
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⑦ʷイ：森林再生力強化対策事業【市町交付金（連携枠）事業】 
担当課：みどり共生推進課  

 
基本方針：①災害に強い森林づくり 
対策区分：①土砂や流木による被害を出さない森林づくり 
 
１ 事業の目的 
   森林所有者等が行う新植地等への獣害防止施設等の整備や市町が行うＩＣＴ等の新

たな技術を用いたニホンジカの捕獲等を支援し、森林が有する土砂流出防止等の公益的
機能の高度発揮を図ります。 

 
２ 事業の必要性 

県内の森林においては、ニホンジカが高い密度（14.6 頭／km2）で生息していること
から、食害による更新の阻害が発生しており、森林の有する土砂流出防止等の公益的機
能の低下が懸念されています。 

こうした中、新植地等の確実な更新を図り、「木を植え、育て、収穫し、また植える」
という緑の循環のサイクルを実現していくため、ニホンジカの侵入を許さない獣害防止
施設等を整備するとともに、捕獲により個体数を減少させ、生息密度を適正な範囲に誘
導していくことが必要です。 

 
３ 事業の内容 
（１）獣害防止施設等整備 

森林所有者等が、市町村森林整備計画において指定された鳥獣害防止森林区域内
で、健全な森林の造成・保全を目的として行う野生獣による森林被害の防止、野生獣
の移動の制御等を図るための獣害防止施設等の整備に対して市町が支援します。 

  （ア）植栽タイプ 
     伐採跡地等において、植栽とあわせて行う獣害防止施設等の整備 
  （イ）天然更新・更新補助タイプ 
     （ア）の事業区域と隣接し、林業経営に適さないことから天然更新等を図る伐

採跡地等において行う獣害防止施設等の整備 
  （ウ）獣害防止施設等補修 
     豪雨等で破損した既設の獣害防止施設等の補修 
（２）ニホンジカの捕獲等 
    市町が、市町村森林整備計画において指定された鳥獣害防止森林区域内におい

て、ニホンジカの生息密度を適正な範囲に誘導していくため、獣害防止施設等の整
備箇所周辺で、ＩＣＴ等の新たな技術を用いた捕獲をモデル的に実施し、効果検証
に取り組みます。 

       

 ※市町⾧は、森林所有者等から、獣害防止施設等の点検結果及び更新状況等の確認結果について報

告を受けるものとし、県と市町、森林所有者等が連携して、事業実施箇所の森林再生状況を確認しな
がら、災害に強い森林づくりを進めます。 
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⑧：災害からライフラインを守る事前伐採事業 
【市町交付金（防災枠）事業】 

担当課：みどり共生推進課  
 
基本方針：①災害に強い森林づくり 
対策区分：②暮らしに身近な森林づくり 
 
１ 事業の目的 

台風などの倒木被害により電線等のライフラインを寸断する恐れのある危険
木の事前伐採に、電力会社等のライフライン事業者と連携して取り組む市町を
支援し、台風等に伴う大規模停電の未然防止などのライフラインの保全を図り
ます。 

    
２ 事業の必要性 
   令和元年の台風 15 号では、千葉県を中心に大規模かつ⾧期的な停電が発生

し、住民生活や地域の経済活動が滞ったうえ、市町の防災システムが機能しな
い等の甚大な被害が発生しました。また、三重県内においても、平成 30 年の台
風 21 号では約 28 万戸で停電被害が発生し、特に山間部では、停電の原因の約
80％は倒木によるものでした。 

   このような被害を未然に防ぎ、県民の安全・安心な暮らしを守るため、災害
に強い森林づくりの一環として、市町や電気事業者等のライフライン事業者と
連携して、「災害からライフラインを守る事前伐採事業」に取り組む必要があり
ます。 

 
３ 事業の内容 

停電等のライフラインへの被害を未然に防ぎ、県民の安全・安心な暮らしを
守るため、ライフライン事業者と連携して、台風などの倒木によりライフライ
ンを寸断してしまう恐れのある樹木の事前伐採に取り組む市町に対して、県が
事業費の一部を負担するなどの支援を行います。 

事業の実施にあたっては、市町・県・ライフライン事業者の三者で、相互の
連携による事業の円滑な実施を目的とした協定を締結することとしています。
また、この協定に基づき、三者が構成員となった協議会を設置し、市町が作成
する事業計画についての協議や他事業との調整などを行い、事業を進めていき
ます。 

 
 
 
 
 



資料５ʷ２ 

19 

 

⑨：みえ森と緑の県民税市町交付金（基本枠、加算枠）事業 
担当課：みどり共生推進課  

 
基本方針：①災害に強い森林づくり ②県民全体で森林を支える社会づくり 
対策区分：５つの対策全て 
 
１ 事業の目的 

森林行政の第一線にあり、森林所有者や事業者、森林づくりに取り組む団体
等と主体的に接点を持ちながらパートナーシップを築き、地域の森林づくりの
リード役となる市町が、市町交付金を活用することで、地域の実情に応じて創
意工夫して森林づくりの施策を展開します。 

 
２ 事業の必要性 

地域の実情に応じてきめ細かに対応し、住民と直接的な関係が見込まれる取
組を進められる主体は市町以外にはなく、これまで、市町交付金を活用して創
意工夫した様々な事業が実施され、「県民全体で森林を支える社会づくり」を進
めるうえで大きく貢献していることを考慮すると、市町が創意工夫して森林づ
くりの施策を展開するための交付金の交付を継続する必要があります。 

 
３ 事業の内容 

一市町あたり 500 万円の均等配分に加えて、森林面積や人口を算定基礎とし
て算定する「基本枠交付金」と、平成 30 年２月刊行森林・林業統計書に記載さ
れている森林面積が 100ha 未満または森林率が 10％未満である市町からの事
業計画申請に基づいて「加算枠交付金」を交付します。加算枠交付金の令和５
年度までの累計申請上限額は、1,000 万円とします。 

交付の対象とする事業は、事業実施の３原則を満たしたうえで、２つの基本
方針及び５つの対策に沿った事業としますが、森林環境譲与税と同一の事業に
は充当できません。また、次の見直しまでの期間に市町交付金事業の財源に充
てるための基金の積立も交付の対象とします。 
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⑩：みえ森と緑の県民税制度運営事業 
担当課：みどり共生推進課  

 

基本方針：ʷ 

対策区分：ʷ 

 

１ 事業の目的 

本事業では、みえ森と緑の県民税の制度が円滑に運営されるよう、県民への

周知や評価委員会の設置・運営等を行います。 

 

２ 事業の必要性 

みえ森と緑の県民税の使途を明確にするため、第三者により、実施した事業

について評価検証していただく必要があります。 

また、使途や事業成果などを周知することにより、負担を通じて森林づくり

への参加意識が高まり、森林の持つ公益的機能や木材利用の意義についての理

解が深まることが期待されるため、県民に広く周知する必要があります。 

 

３ 事業の内容 

   みえ森と緑の県民税評価委員会を開催し、毎年度、みえ森と緑の県民税を活

用した事業について評価検証をしていただきます。 

   また、みえ森と緑の県民税の使途や事業成果等について、各種媒体を活用し

た広報活動を行います。 

 

  」 

 

 

 

 

 

 

 

  

みえ森と緑の県民税評価委員会の開催状況  

  


